















































































































































＼　　　年度 1972／73 1973／74 1974／75（見込）
小　　　　麦 20．1 7．5 0
コ　　　ー　　　ン 24．4 5．7 0



































































































































































































































































昭和15年 209円02銭 93．5％ 290円87銭 140．4％ 71．9％
30 34，300円 86．4 65，033円 181．0 52．7
35 35，817 98．2 65，032 1643 55．1
40 45，217 84．6 103，800 158．1 43．6
44 54，450 76．8 134，833 129．5 40．4
47 63，500 75．0 148，000 一 42．9













































































































































食糧用小麦 飼料用小麦 食糧用裸麦 飼料用　大麦会計年度








































名云計年度 1971 1972 1973 1971 1972 1973
米　　　　　国 1，604 2，283 2，451 一 13 一
食 カ　　ナ　　ダ 1，235 1，279 1，506 一 57 161
糧 オーストラリア 518 398 103 　 57 115
?
そ　　の　　他 3 一 一 一 一 一
1　　計 3，360 3，960 4，060 一 127 276
米　　　　　国 524 547 1，019 一 一 109
カ　　　ナ　　　ダ 52 一 一 530 727 681?
オーストラリア 718 716 113 257 266 184
フ　　ラ　　ン　ス 一 一 ｝ 一 　 71?
1アルゼンチン 一 一 113 一 一 一1南ア共和国
一 10 13 一 一 一?
そ　　の　　他 1 一 一 　 一 一
?
1，259 1，273 1，258 787 993 1，045
米　　　　　国 2，128 2，830 3，470 一 13 109
カ　　ナ　　ダ 1，287 1，279 1，506 530 784 842
?? オーストラリア 1，236 1，114 216 257 323 299
フ　　ラ　　ン　ス 一 　 一 ｝ 一 71
アノレゼンチン 一 一 113 　 一 　
計 南ア共和国 一 10 13 一 一 　
そ　　の　　他 4 一 一 一ニー十 一 　．醒鼈鼈鼈鼈黶E
計 4，655 5，233 5，318 　　787　1－「「　一一一　　　　1，120L，＿一　　　　＿一＿ 1，321－一一一唖」．一一　
（単位：1，000　トン） （農林省賢料，農林水産物の貿易）
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　1972年以降の国際的な食糧需給の窮迫と，輸入食糧価格の高騰は，元来アメリカの農業政策
の失敗によってふくれ上がった余剰農産物にたよった食糧政策を行って来たわが国にとっては，
今後の食糧政策を考え直さざるを得ない立場にたSされている。たとえ，国際収支が黒字基調を
続け，手持ちドルが豊かだから，つまり貨弊経済が現状のまS維持されるという前提がかりに存
在しても，石油問題と同様に戦略的物資として食糧が作用するとしたら，経済の実物的側面から
基本的に食糧問題を考慮せざるを得なくなる。そこで昭和60年度を目標とした農産物の需要と生
産の長期見通しを，農政審議会の答申通り60年度の食用農産物の総合自給率を，47年度の73％か
ら75％に引き上げた事は，すなわちこの自給率を達成するためにはよほどの行政的努力とさら
には国民の食生活の自発的修正が強く要望されなくてはならないだろう。そして現実の問題とし
て国内生産を増大する方法について考えた場合，たゴ単に自給率を上昇させる事だけを考えるの
ならば，農産物価格を思いきって高くするか又は国民の税負担を高位に継続させることによって
達成し得るだろう。しかし現在のようにインフレーションの中で物価の抑制が経済政策の最重要
ポイントになっている場合には，農産物価格の大幅な上昇は経済全体に悪影響を及ぼすことにな
る。また，高度経済成長政策から低成長，さらには安定成長への経済転換により，税収の伸びが
あまり期待し得ないとすれば，農業への大きな政府資金の利用にも限界があると言わざるを得な
い。また農業の発展を考える際にも他の産業同様，スケール・メリット（規模の利益），最適操業
規模等を追求する構造改革の進展と無関係であってはならないだろう。この！拝はある意味におい
て土地政策そのものに他ならない。しかし一方わが国の農産物輸入の現状を見た場合，作付ll［1積
にして概ee　1，　OOO万hαを超えていると言われている。他方わが国の現在の農地面積が500万hα
であることからみても，そのズはあまりにも大きい数字である。したがって，国内生産を考える
と同時に，輸入農産物の供給安定という算を重要な施策としてとり上げざるを得ないのが現実で
ある。例えば，輸出国との長期輸入契約，輸入先の多様化，発展途上国における食料生産の見返
りとしての輸入（開発輸入），さらに備畜等である。これ等は当然，それぞれの施策については
条件的制約がある郭はもちろん言うまでもないところである。いずれにしても，現在の情勢の中
で，消費国としての口本はその生産，流通の関連を重要視しなければならない。また今後の世界
各国の食糧増産の結果として，仮りに将来，世界的な食糧の過剰が再現した場合にも，国民の生
命の安全を買う代償として止む得ない施策として考慮せざるを得ないものである。
　以上のように小麦につい（はよりすぐれて他の輸入食糧との総合的観察との関連，さらには国
内生産状況との関連の中で把握しなければならないと思われる。しかしながら，こ0）拙論の目途
としたところは，国際性をもつその代表的農産物としての小麦にスポットを当て，小麦の世界的
な流通・貿易・生産を通して，その中で特にもっとも関連の強いアメリカ合衆国のその情勢をめ
ぐって，わが国の今後の食糧1拝情への人きな影響を考察しようと試みたものである。なお紙数の
制約から，カナダ，オーストラリアについての関連を割愛せざるを得なかった’1二を附、㌃しておき
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ます。
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